
資料2－4  

統計法（抜粋）   

第三書′桝壬震什報専の利用及び提供  

（調査票情報の二次利用）  

第三十二条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、次に掲げる場合には、その行った統  

計調査に係る調査票情報を利用することができる。  

一 統計の作成又は統計的研究（以下「統計の作成等」という。）を行う場合  

二 統計を作成するための調査に係る名簿を作成する場合  

（調査票情報の提供）  

第三十三東 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、次の各号に掲げる者が当該各号に  

定める行為を行う場合には、その行った統計調査に係る調査票情報を、これらの者に提供  

することができる。  

一 行政機関等その他これに準ずる者として総務省令で定める者統計の作成等又は統計を作  

成するための調査に係る名簿の作成  

二 前号に掲げる者が行う統計の作成等と同等の公益性を有する統計の作成等として総務省  

令で定めるものを行う者 当該総務省令で定める統計の作成等  

（委託による統計の作成等）  

第三十四条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その業務の遂行に支障のない範囲   

内において、学術研究の発展に資すると認める場合その他ゐ総務省令で定める場合には、  

総務省令で定めるところにより、一般からの委託に応じ、その行った統計調査に係る調査票  

情報を利用して、統計の作成等を行うことができる。  

（匿名データの作成）  

第三十五条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その行った続計調査に係る調査票情  

報を加工して、匿名データを作成することができる。  

2 行政機関の長は、前項の規定により基幹統計調査に係る匿名データを作成しようとするとき  

は、あらかじめ、統計委員会の意見を聴かなければならない。  

（匿名データの提供）  

第三十六条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、学術研究の発展に資すると認める場  

合その他の総務省令で定める場合には、総務省令で定めるところにより、一般からの求めに  

応じ、前条第一項の規定により作成した匿名データを提供することができる。  
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統計法施行規則（抜粋）  

（調査票情報の提供を受けることができる者）  

法第三十三条第一号の総務省令で定める者は、会計検査院、地方独立行政法人、地  第八東  

方住宅供給公社、地方道路公社及び土地開発公社とする。  

（調査票情報の提供を受けることができる統計の作成等）  

法第三十三条第二号の総務省令で定める統計の作成等は、次に掲げる統計の作成  第九集  

等であって、調査票情報を適正に管理するために必要な措置が講じられているものとする。  

一 行政機関等又は前条に規定する者（次号及び第十五条第三号において「公的機関」とい  

う。）が、これらの者以外の者に委託し、又はこれらの者以外の者と共同して行う調査研究に  

係る統計の作成等  

こ その実施に要する費用の全部又は一部を公的機関が公募の方法により補助する調査研究  

に係る統計の作成等  

三 行政機関の長又は地方公共団体の長その他の執行機関が、その政策の企画、立案、実施  

又は評価に有用であると認める統計の作成等その他特別な事由があると認める統計の作  

成等  
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